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「日本で最も美しい村」連合
オンライン大学

2022.7.20

「農の営み」と
「地域の課題」と

「持続可能な村づくり」

北海道赤井川村
Village 02

今日 お話しすること

１．自己紹介

２．農の営み 農の営みが育む農村景観と新規就農

３．地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！

４．持続可能な村づくり カーボンニュートラルへ向けて！
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自己紹介 ＜職歴＞

平成５年 赤井川村役場 奉職
「福祉」の仕事を担当

平成14年 「農業」の仕事を担当
平成22年 「総務」の仕事を担当
平成24年 「総務課総務係⾧」
平成25年 「東京財団週末学校」受講
平成26年 「産業課地域振興係⾧」

道の駅開業の仕事を担当
平成28年 総務に戻る････

ふるさと納税の仕事を担当
平成30年 「総務課主幹」
令和元年７月「総務課⾧」

現在に至る

＜趣味＞
子育て、山歩き、
本を読むこと、羽球

＜地域活動＞
前クロカン少年団会⾧
前 小中ＰＴＡ副会⾧
町内会事業部⾧

北海道赤井川村を象徴する『カルデラ盆地』の景観

人口約1050人
カルデラ盆地の中に人口の約７割が居住
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－カルデラ盆地の景観づくり－
住民による手づくりの”修景”活動

住 民

営林署 村

農の営み 農の営みが育む農村景観と新規就農

人口約1050人
カルデラ盆地の中に人口の約７割が居住
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人口約1050人
カルデラ盆地の中に人口の約７割が居住

農の営み 農の営みが育む農村景観と新規就農
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販売農家戸数の推移

農業センサス

1995⇒2020 △53戸

〇農業従事者平均年齢
・赤井川村 ５９．３歳
・北海道 ５８．０歳
・全 国 ６７．８歳

農業センサス
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経営耕地規模別農家数

１０ｈａ以上

５～１０ｈａ未満

１～５ｈａ未満

１ｈａ未満

農業センサス

○経営耕地面積（㏊／戸）

・赤井川村 ６．１㏊ 赤井川村農業の特徴

・北海道 ３０．２㏊ 水稲、畑作、施設栽培の組み

・全 国 ３．１㏊ 組み合わせによる集約型農業

農業センサス

農の営み 農の営みが育む農村景観と新規就農
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担い手の減少

雇用の減少
地域の会費

（税収）

暮らし

コミニュティ

荒廃農地

農村景観

農業が衰退すると
誰が困るのか???

担い手（新規就農）対策により
『ゆるやかな減少』を受け入れる

農の営み 農の営みが育む農村景観と新規就農
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2006年 2007年

2008年 2012年

2013年 2014年

2017年 2018年

2020年 2021年

1997⇒2021 ＋27戸

－新規就農研修システム－

村では、1995年度より新規就
農受入支援を制度化しています。
1997年から今春まで、27名が農業
者として就農しました。

（後継含む）

新規就農者育成に関する特別措置条例
【平成７年制定】

農業の担い手対策が急務！
農地荒廃、消防団員、PTA、自治会････

2022年 ＋５戸の予定

農の営み 農の営みが育む農村景観と新規就農
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■研修期間
研修形態にもよりますが基本２年間です。
①研修基本パターン（新規就農研修）

ＪＡ新おたるが研修受入先となって２年間研修します。

②個人農家受入パターン(新規就農研修)
農家が直接受入、２年間指導を受ける研修です。

③自主研修パターン
所有権以外で利用する農地で３年間の自主研修。
未利用農地に限定した研修。３年間の実績により判断。

④その他
法人組織への就農（農の雇用）など。

農の営み 農の営みが育む農村景観と新規就農

－新たな入口の模索－

地域おこし協力隊員制度
を活用した新規就農者の

受け入れを検討

新規就農希望者現地見学会

８／２１（日） ９／１８（日）

参加費助成制度有り
詳しくは赤井川村ホームページを
ご覧ください

赤井川村開村120年記念
聞き書き集

令和2年3月発行：赤井川村

聞き書き集から･･･

〇余市まで馬車で４時間くらい。バスも走っていた。あの当時、バスの運転手さんって
言ったら、赤井川の中でみたら、今の飛行機のパイロット以上の位置だった。とにか
く頼りになる人。その人に頼んだら余市まで行ける。
そんな感じでした。

＜話し手＞昭和16年生まれ 女性

聞き書き集から･･･

〇高校は、余市。バスで通ってたな。そういえば、
初めて親無しでバスに乗って余市へ行ったのは
中２のとき。
はじめての高校バス通学も緊張したわ。

＜話し手＞昭和58年生まれ 男性

地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！
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－赤井川村の路線バスの歴史－

１９３３年（昭和８年） 赤井川村、余市町、銀山間 バス運行開始
（余市赤井川自動車合資会社）

１９４３年（昭和18年） 北海道中央乗合自動車に合併
（現在の北海道中央バス）
赤井川営業所設置

１９４８年（昭和23年） 余市町へ営業所が移転

１９６３年（昭和38年）12月 冬期間のバス運行開始

２０１９年（令和元年）12月 日・祝全便運休
赤井川村が代替交通運行（地域公共交通バス）

２０２０年（令和２年）11月 バス路線の存廃協議の申し入れ

２０２２年（令和４年）３月31日 中央バス赤井川廃止

２０２２年（令和４年）４月１日 むらバス運行

赤井川村史より①

冬期間の村の外部との交通の
確保は村民の切実な願いであっ
た。･･･待望のバスの運行はも
ちろん･･･文字通り陸の孤島か
らの脱却であった。

赤井川村史より②

･･･戦争で物資が不足するよ
うになり、乗合自動車もガソリ
ンから木炭ガスに変わるが走り
続けた･･･

地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！

バス利用状況の推移

平成27年度（2015年度） 約10,000人の利用
平均：２７人／日

平成29年度（2017年度） 約8,000人の利用
平均：２２人／日

令和２年度（2020年度） 約6,000人の利用
平均：１６人／日

地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！
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実証運行（2021年10月～11月）の特徴：地域事業者の協力体制による公共交通体系の構築

地域が自らデザインする公共交通（暮らしやすさ）
2020年度から実施した各種バス利用調査から、高校生の通学や高齢者の買い物、通院等の利便性向上
を図る運行ルートを地域でデザインし、「暮らしやすさ」による定住促進効果を高める。

【バス利用調査・意見交換会から】
・バス利用は通学、通院、買い物が中心
・通学先は小樽市内が多数
・通院は、小樽４割、余市６割
・通勤利用も一定数存在

地域内交通資源のフル活用（しごとの創出）
村内唯一のタクシー事業者である「赤井川ハイヤー」と国内有数
のリゾート「キロロリゾート」との連携体制により、2022年度
からの新しい公共交通体制を構築

新たな公共交通の方向性

利便性向上

地域経済の循環

地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！

地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！
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◆公共交通で村の未来をつなぐプロジェクト

地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！

赤井川村の地域課題（実情）を
知っていただく機会

・ガバメント・クラウドファンディング
・企業版ふるさと納税

◆今の「ピンチ」を「チャンス」に。

路線バス廃止という「困難」から、

⇒地域でデザインする公共交通という「挑戦」へ。

⇒その挑戦から、「飛躍」へ（利便性向上＋脱炭素（CO2削減）へ）

地域の課題 村内唯一の公共交通機関がなくなる！
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持続可能なむらづくり カーボンニュートラルに向けて！

赤井川村エネルギービジョン策定（2020.4）

－基本構想－

やすらぎと感動の
あかいがわ

人が集まる美しい
カルデラの里

再エネ活用による
地域循環型経済・

農業振興

民間企業
との連携

公共施設

CO2削減

持続可能なむらづくり カーボンニュートラルに向けて！

そもそも赤井川村におけるCO2排出量は？？？？

環境省公表値 2019年度排出量 １３，０００t-CO2／年

北海道大学・民間企業との連携
赤井川村の二酸化炭素排出量の現状を探る

各種統計・都道府県按分法による赤井川村の二酸化炭素排出量の推計
（北大生シミュレーション）

地域の実測値に基づいた二酸化炭素排出量の推計を赤井川村をフィールドに実施中
ゼロカーボン・ロードマップを検討
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地熱発電事業化プロジェクト
阿女鱒地熱資源活用調査
R3年度：地熱資源利活用可能性調査
※賦存量調査済
＜参考＞2011～2018
出光興産ほか２社による調査実施
（JOGMEC/重点開発検討地域

資源エネルギー庁補助事業）

小水力発電事業化プロジェクト
轟小水力発電調査事業（調査中）
R元年度：流量調査、測量調査
R2年度：予備設計業務ほか
R3年度：基本設計業務ほか
R4年度：魚類生息調査

※賦存量調査済
＊村・民間企業連携

保養センター・体育館等再エネ
熱導入プロジェクト（調査中）
カルデラ温泉熱利活用調査事業
R3年度：熱源予備調査
R4年度：源泉掘削・設備設計

★雪氷熱利用農作物保管倉庫（稼働中）
平成７年度：新山村農村振興事業事業
＊事業主体 （有）どさんこ農産センター
（農林水産省補助事業）

★農業振興センターカルデラ温泉熱
融雪利用（稼働中）
＊育苗施設における冬期間の融雪に

温泉熱（源泉28℃）を活用

赤井川村エネルギービジョン（20年度策定）をベースとした
ゼロカーボン化に向けた主な動き

農業振興センター等における
再エネ導入プロジェクト（調査中）
温泉熱・木質バイオマス
等利活用検討

農泊推進事業
R3～4年度：農山漁村振興交付金

農泊推進事業
＊事業主体 農泊推進協議会
＊事務局 赤井川DMO
（農林水産省補助事業）

★貨客混載実証試験（実績なし）
R2年度、地域農家⇒道の駅直売所への
日・祝限定の貨客混載実験を実施
＊事業主体：村

みどりの食料システム（農業の特徴）
有機農業導入戸数

12戸/92戸（13%）
29㏊/409㏊（7%）

特別栽培農産物導入戸数
14戸/92戸（15%）
19㏊/ 409㏊（4.6%）

家畜ふん尿のたい肥化による循環農業
化学肥料低減による脱炭素への貢献

2022年度
ゼロカーボンビレッジakaigawa

推進戦略策定（2030年度）

道の駅薪ストーブ導入（稼働中）
平成27年度

道の駅補助暖房熱源として、地域
材による薪ストーブを導入

村有林育成事業（調査中）
R4年度：現地踏査、計画策定
R5年度：施行計画実施

（250㏊程度）

持続可能なむらづくり カーボンニュートラルに向けて！

公共施設CO2削減に向けて カルデラ温泉熱利活用調査
2020年 エネルギービジョン策定
2021年 温泉熱利用可能性調査実施
2022年 温泉熱利用導入調査（新規源泉掘削＋設備設計）
2023年予定 公共施設（カルデラ温泉・村体育館）温泉熱利用設備導入

＜エネルギー利用の現状＞
カルデラ温泉

CO2排出量 284t-CO2年
灯油使用量 37,000L

＜エネルギー転換後＞
カルデラ温泉

CO2排出量 △47t-CO2年
(16%削減)

灯油使用量 △14,200Ｌ
（38%削減）
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持続可能なむらづくり カーボンニュートラルに向けて！

2022年度
ゼロカーボンビレッジakaigawa

推進戦略策定（目標 2030年度）

－木質系バイオマス可能性－

村有林 森林整備の施業

－公共施設の改善計画－

暖房機器の効率化・断熱性向上

－くらしに寄与する脱炭素－
くらし・しごと（農業＋観光）・経済循環

につながるプロジェクトの構築

－住民対話－

住民理解と学ぶ場

－産官学連携－

民間企業・行政・大学

北海道赤井川村
Village 02
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赤井川村 赤木陽介さん（アスパラ王子）

赤井川村 赤木陽介さん
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赤井川村 赤木陽介さん

赤井川村の農村風景
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赤井川村の農村風景

赤井川村の農村風景
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赤井川村の農村風景
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